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第28回定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第28回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電
子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、以下のウェブ
サイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲
載しておりますので、以下よりご確認ください。

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「アドバンスクリエイト」また
は「コード」に当社証券コード「8798」（半角）を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順
に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席されない場合は、電磁的方法（インターネット等）または書面によって議決権を行使
することができます。株主総会参考書類をご検討のうえ、2023年12月14日（木曜日）当社営業時間終了の
時（午後５時30分）までに議決権を行使くださいますようお願い申し上げます。
　電磁的方法による議決権行使に際しましては、４頁の＜インターネット等による議決権行使のご案内＞
をご確認ください。
　また、本年度も「ハイブリッド参加型バーチャル株主総会」を実施いたします。具体的な内容につきま
しては、５頁から７頁までの＜株主総会インターネット参加のご案内＞をご確認ください。

　敬　具
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１．日 時 2023年12月15日（金曜日）午前10時
２．場 所 大阪市天王寺区上本町８丁目２番６号

大阪国際交流センター　大ホール
（会場が前回と異なっておりますので、ご来場の際は、末尾に記載の「株主総会会
場ご案内略図」をご参照のうえ、お間違えのないようご注意ください。）

３．目的事項

報 告 事 項 １．第28期 (2022年10月１日から
2023年９月30日まで) 事業報告の内容、連結計算書類の内容

　 ならびに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第28期 (2022年10月１日から
2023年９月30日まで) 計算書類の内容報告の件

　決 議 事 項
　第１号議案
　第２号議案
　第３号議案
　第４号議案

利益準備金の額の減少の件
取締役８名選任の件
監査役１名選任の件
補欠監査役１名選任の件

     

記

以　上

１. 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、前記インターネット上の当社ウェブサイト及び東証ウェブ
サイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。

２. 当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付へご提出くださいますようお願い申し
上げます。

３. 会社法改正により、電子提供措置事項について前記の各ウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認いた
だくことを原則とし、基準日までに書面交付請求をいただいた株主様に限り、書面でお送りすること
となりましたが、本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事
項を記載した書面をお送りいたします。
なお、電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づ
き、お送りする書面には記載しておりません。
・連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」
・計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」
従いまして、当該書面は、監査報告書を作成するに際して、監査役及び会計監査人が監査をした連結
計算書類及び計算書類の一部であります。

４. 書面により議決権を行使された場合の議決権行使書用紙において、議案につき賛否の表示をされない
場合は、賛成の意思表示があったものとして取り扱わせていただきます。

５. 株主総会会場にご来場くださる株主様とご来場が難しい株主様との公平性等を勘案し、株主の皆様と
の懇談会は開催いたしません。何卒ご了承くださいますようお願い申し上げます。
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議決権行使についてのご案内

株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。

株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。

議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に

ご出席される場合

インターネット等で議決権を

行使される場合

書面（郵送）で議決権を

行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付に

ご提出ください。

次ページの案内に従って、議案

の賛否をご入力ください。

議決権行使書用紙に議案に対す

る賛否をご表示のうえ、切手を

貼らずにご投函ください。

開催日時 行使期限 行使期限

2023年12月15日（金曜日）

午前10時（受付開始:午前９時）

2023年12月14日（木曜日）

午後５時30分入力完了分まで

2023年12月14日（木曜日）

午後５時30分到着分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１・３・４号議案

● 賛成の場合 「賛」の欄に〇印

● 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２号議案

● 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印

● 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

●
一部の候補者に

反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、

反対する候補者の番号を

ご記入ください。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○

議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

・インターネット等および書面（郵送）の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議決権行使
を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネット等により複数回、議決権行使をされた
場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

・書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書用紙において、議案に対する賛否の表示がない場合
は、賛成の意思表示があったものとしてお取り扱いいたします。
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インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
（スマートフォン・タブレット等）

ログインID・仮パスワードを

入力する方法（パソコン等）

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを
入力することなく、議決権行使サイトにログインするこ
とができます。

議決権行使
ウェブサイト

https://evote.tr.mufg.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み
取ってください。

1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議　決　権　の　数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○

議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議　決　権　の　数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○

議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本

見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4
※操作画面はイメージです。

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

新しいパスワードを登録して下さい。3

「 新 し い パ ス
ワード」を入力

「送信」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・
仮パスワード」を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・
仮パスワード」
を入力

「ログイン」を
クリック

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク

0120－173－027
（通話料無料／受付時間 ９:00～21:00）

＜機関投資家の皆様へ＞

機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用い

ただくことが可能です。
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株主総会インターネット参加のご案内

　株主総会当日にご自宅等からでも株主総会の様子を傍聴いただけるよう、以下のとおりイ

ンターネットによるライブ配信を行います。

１．配信日時

　2023年12月15日（金曜日）　午前９時30分～株主総会終了時刻まで

　※株主総会の開会時刻は午前10時となります。

　※天変地異等により、ライブ配信が実施できなくなる可能性がございます。配信の可否、

状況等につきましては、随時当社ウェブサイト等によりご案内させていただきます。

２．株主総会オンラインサイト「Engagement Portal」のログイン方法

議決権行使書用紙裏面をご参照の上、ご使用の端末によって以下のいずれかの方法でログ

インしてください。

※議決権行使書用紙を紛失された場合、本招集通知７頁記載の【本サイトに関するお問い

合わせ】にて再発行のご依頼を承ります。ただし、株主総会開催日の約１週間前を経過

した場合等、お問い合わせをいただきましたタイミングによっては再発行をお受けでき

ない場合がございますのでご了承ください。

(1) QRコードの読み取りによりログインする場合（スマートフォン・タブレット等）

議決権行使書用紙裏面に印字されたQRコードをスマートフォン等で読み取ってくださ

い。

「ログインID」と「パスワード」の入力を省略してログインいただくことが可能です。

＊「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

読み取り

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議　決　権　の　数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○

議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード
見 本
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(2) 個別のログインID・パスワードによりログインする場合（パソコン等）

① 以下のURLにアクセスしていただき、議決権行使書用紙裏面に記載のログインIDとパ

スワードを入力してください。

URL：https://engagement-portal.tr.mufg.jp/

② 利用規約をご確認の上、「利用規約に同意する」にチェックしてください。

③ 「ログイン」ボタンをクリックしてください。

ログインIDと

パスワードを入力

①

③

②

３．株主総会ライブ配信の視聴について

株主総会オンラインサイト「Engagement Portal」にログイン後、以下の手順でご利用くだ

さい。

※お手元のパソコン、スマートフォン、インターネット環境等により視聴出来ない場合も

ございます。本サイトから、視聴環境のテストを事前に行っていただくことが可能です

ので、是非ご活用ください。
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① ログイン後の画面に表示されている「当日ライブ視聴」ボタンをクリックしてくださ

い。

② 当日ライブ視聴等に関する利用規約をご確認の上、「利用規約に同意する」にチェッ

クし、「視聴する」ボタンをクリックしてください。

【インターネット参加にかかるご留意事項】

✓ インターネット参加によりライブ配信をご視聴いただくことは、会社法上、株主総会への

出席とは認められません。そのため、株主総会において株主様に認められている質問、議

決権行使や動議の提出について、インターネット参加により行うことはできません。

✓ 議決権行使は行使期限にご留意いただき、議決権行使書用紙の郵送や別途ご案内してい

るインターネット投票、または委任状等で代理権を授与する代理人による当日のご出席

をお願い申し上げます。

✓ 当日の会場撮影は、ご出席株主様のプライバシーに配慮し、議長席及び役員席付近のみ

といたしますが、やむを得ずご出席株主様が映り込んでしまう場合がございます。あら

かじめご了承ください。

✓ インターネットからの株主総会へのご参加は、株主様本人のみに限定させていただき、

代理人等によるご参加はご遠慮いただきますようお願い申し上げます。

✓ ご使用の端末（機種、性能等）やインターネットの通信環境（回線状況、通信速度等）

により、映像や音声に不具合が生じる場合がございますのであらかじめご了承くださ

い。

✓ SNSへの公開等、本株主総会のライブ配信映像の二次利用は、固くお断りさせていただ

きます。

✓ ご視聴いただくための通信料金等は、各株主様のご負担となります。

【本サイトに関するお問い合わせ】

　TEL　0120-676-808　（通話料無料）

　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　（土日祝日を除く平日９:00～17:00、ただし、株主総会当日は９:00～株主総会終了まで）
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( 2022年10月１日から
2023年９月30日まで )

事　　業　　報　　告

１. 企業集団の現況
(1) 当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度（2022年10月１日～2023年９月30日）におけるわが国経済

は、新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけが５類相当に移行し

たことに伴う個人消費の回復や、外国人によるインバウンド消費の回復等に

より、緩やかな回復基調となりました。堅調な企業業績を背景に日経平均株

価もバブル後の最高値を更新する等、株式市場は活況を呈した一方で、欧州

や中東の地政学的な問題に代表されるグローバリゼーションの減速や、少子

高齢化による国内活力の低下等、今後の動向は依然として不透明な状況が続

いております。

　保険業界においては、ITや医療技術の進歩を背景として、引き続き保険商

品の多様化と高度化が進むと同時に、真にお客様の役に立つ情報の提供並び

にコンサルティングの実施等、お客様本位の業務運営（フィデューシャリ

ー・デューティー）の実現が求められております。

　このような状況下、当社グループは「人とテクノロジーを深化させ進化す

る会社」を標榜し、あらゆる保険ニーズに対応できる「保険業界のプラット

フォーム」と、OMO（Online Merges with Offline.=オンラインとオフライン

の融合）時代に相応しいエコシステム（ビジネス生態系）を構築すべく、

日々新たな挑戦を行っております。

　具体的には、自社開発のビデオ通話システム「Dynamic OMO」により、対面

と非対面の垣根をなくし、オフラインと同等のオンライン保険相談を実現し

てまいります。2022年７月からは、大阪大学の石黒浩教授が代表を務めるス

タートアップ企業「AVITA」と提携し、同社が開発したアバターを活用して、

お客様のご相談にアバターコンサルタントがお答えするサービスを展開して

おります。「Dynamic OMO」とアバターを組み合わせた結果、オンライン保険

相談におけるコンサルタント指名予約ではアバターが最も支持されておりま

す。

  保険会社や保険代理店向けには、アバターの販売も行っており、既に複数

社でアバターを導入いただく等、保険業界全体のDX化にも貢献しておりま

－ 8 －



す。また、2023年６月にはAVITA社が開発した、ChatGPTを用いた「AI アバタ

ー接客トレーニングサービス（β）」を導入し、AIによる社員教育を開始す

る等、先進的な技術の活用にも取り組んでおります。

　保険業界初となるオンライン専門の営業拠点「保険市場 スマートコンサル

ティングプラザ」や、お客様がコンサルタントを指名して相談予約できる

「コンサルタント指名予約サービス」は、当社が提供する保険相談の幅広い

選択肢のひとつとして定着し、多くのお客様からご好評をいただいておりま

す。当社は今後も、オンライン保険相談のさらなる利便性向上を追求し、保

険募集プロセスのDX化を推進することで、収益力のさらなる向上を図ってま

いります。

　また、自動車保険をはじめとする損害保険分野についても取り組みの強化

を継続し、生命保険に限らず、多様な収益チャネルを確立することで、安定

的な経営基盤の構築を目指してまいります。

　保険業界の共通プラットフォームシステム「Advance Create Cloud 

Platform」（以下「ACP」という。）の開発についても、引き続き推進してま

いります。ACPは保険会社と乗合保険代理店、お客様の情報を相互に連携し、

保険商品の検討からお申し込み、保全手続きまでを一括して管理・運用でき

るシステムです。ACPの普及により、ペーパーレス化と事務負担の大幅な軽減

が期待できます。ACPの主要機能である顧客管理システム「御用聞き」、申込

共通プラットフォームシステム「丁稚（DECHI）」、保険証券管理アプリ

「folder」、ビデオ通話システム「Dynamic OMO」は、いずれも導入したお客

様からご好評をいただいており、さらなる機能拡充を進めております。特に

「Dynamic OMO」については、保険代理店や保険会社をはじめ、クレジットカ

ード会社など他業種のお客様にも導入いただいております。これらのシステ

ムの販売により、サブスクリプションモデルとしてのストック収入の確保及

び協業事業の拡大を目指します。

　さらに、当社はLINE、SMS等のテキストコミュニケーションツールの活用に

より、お客様とのよりスムーズなコンタクトを実現しております。このよう

なノウハウを、他の保険会社や保険代理店の顧客に対する保全業務を請け負

うBPO事業にも活用し、業容の拡大及び保険業界の課題であるCRMの継続・改

善にも取り組んでいきたいと考えております。

　これらの施策を拡充するとともに、ガバナンス体制及びコンプライアンス

体制の一層の充実や、情報セキュリティ体制の強化を継続し、保険業法や個
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人情報保護法等の関係法令に適応した保険募集管理体制の強化に全社的に取

り組み、管理体制面において積極的に経営資源を投下してまいります。

　当社は2019年９月期より新会計基準を適用し、保険契約ごとの残存有効契

約期間の将来手数料収入を、解約率や無リスク利子率等で割り引いて、現在

価値（PV）を算定し、売上として計上しております。当連結会計年度におき

ましては、円安の急速な進行に伴う外貨建保険の解約、失効の増加に加え、

株高等を背景とした貯蓄性保険の解約、失効の増加により、解約が想定を上

回って推移いたしました。現在価値を計算する際には最新の解約率を用いる

ため、解約率の上昇により現在価値が減少し、この減少分が売上から差し引

かれたことが、今回の大きな減収要因となりました。それに加え、一過性の

要因として、コロナのみなし入院給付金の支払いに伴う再保険事業の赤字、

コールセンターへの投資、デジタル施策への投資等が利益を押し下げる要因

となりました。

　以上により、当連結会計年度の売上高は10,163百万円（前期比14.3％

減）、営業損失は2,020百万円（前期は2,061百万円の利益）、経常損失は

2,190百万円（前期は2,015百万円の利益）、親会社株主に帰属する当期純損

失は1,769百万円（前期は1,312百万円の利益）となりました。

　セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

（保険代理店事業）

　ANP（新契約年換算保険料）は前期を上回った一方で、上述の一過性の減収

要因とコールセンターへの投資等により、減収減益となりました。

　この結果、保険代理店事業におきましては、当連結会計年度の売上高は

7,660百万円（前期比19.8％減）、営業損失は2,540百万円（前期は1,395百万

円の利益）となりました。

（ASP事業）

　乗合保険代理店等へのACPの新規販売が堅調に推移し、増収増益となりまし

た。

　この結果、ASP事業におきましては、当連結会計年度の売上高は258百万円

（前期比25.3％増）、営業利益は94百万円（前期比65.1％増）となりまし

た。

（メディア事業）

　保険選びサイト「保険市場（ほけんいちば）」への広告出稿が堅調に推移

し、増収増益となりました。

　この結果、メディア事業におきましては、当連結会計年度の売上高は2,202

百万円（前期比22.6％増）、営業利益は466百万円（前期比11.4％増）となり

ました。
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（メディアレップ事業）

　保険選びサイト「保険市場（ほけんいちば）」の運営を通じて蓄積したWEB

マーケティングのノウハウをベースに、保険専業の広告代理店としてさまざ

まなサービスの提供に努めた結果、増収となりました。一方、利益面では、

粗利率の低い案件の受注等から、減益となりました。

　この結果、メディアレップ事業におきましては、当連結会計年度の売上高

は1,283百万円（前期比9.0％増）、営業利益は77百万円（前期比45.2％減）

となりました。

（再保険事業）

　再保険の引受が引き続き堅調に推移した一方、新型コロナウイルス感染症

の影響で再保険金の支払いが増加したことから、増収減益となりました。

　この結果、再保険事業におきましては、当連結会計年度の売上高は1,110百

万円（前期比7.8％増）、営業損失は121百万円（前期は46百万円の利益）と

なりました。

②　設備投資の状況

　当連結会計年度の当社における設備投資額は112百万円であります。これは

主に、本支店設備への投資49百万円によるものであります。

③　資金調達の状況

　該当事項はありません。
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区　分
第 25 期

2020年９月期
第 26 期

2021年９月期
第 27 期

2022年９月期

第 28 期
2023年９月期

(当連結会計年度)

売 上 高 (千円) 10,510,699 11,019,511 11,860,628 10,163,514

親会社株主に帰属
する当期純利益

(千円) 700,411 1,295,434 1,312,021 △1,769,282

１株当たり当期純利益 (円) 33.37 59.66 59.97 △80.82

総 資 産 (千円) 10,312,797 11,808,387 12,491,121 10,512,507

純 資 産 (千円) 5,610,092 6,723,239 7,145,466 4,643,691

１株当たり純資産額 (円) 261.07 305.59 326.75 211.88

(2) 直前３事業年度の財産および損益の状況

（注）１.記載金額は表示単位未満を切捨てて表示しております。

２.１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当

たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により、それぞれ算出してお

ります。

３.当社は、2021年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりま

す。第25期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり当期純利益」及

び「１株当たり純資産額」を算定しております。

会社名 資本金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社 保 険 市 場 90,000千円 100％
メ デ ィ ア 事 業
メディアレップ事業

Advance Create Reinsurance Incorporated 219,040千円 100％ 再 保 険 事 業

(3) 重要な子会社の状況
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(4) 対処すべき課題

　生命保険マーケットにおけるリテール市場は、少子高齢化の進展等により

構造的には縮小が想定されますが、求められる役割が「遺族保障の提供」か

ら「年金・社会保障の補完」、「子供の教育資金」等のライフプラン全般へ

と広がっております。また、消費者行動が、「より便利に快適に」を求めて

多様化しており、保険ニーズはますます多様化、高度化してきております。

特に新型コロナウイルス感染症の拡大を受けて、個人の生活防衛意識の高ま

りから、保険ニーズが急速に増加しております。

　かかる状況を踏まえ、当社は、引き続き保険マーケットでのシェア拡大を

目指し、WEBマーケティングを一層強化するとともに、スマートフォンやSNS

への対応に引き続き注力し、保険会社及び取扱商品もさらに拡充してまいり

ます。また、対面販売におきましては、その核となる、コンサルティングプ

ラザ「保険市場（ほけんいちば）」の機能を拡充するとともに、お客様のコ

ンシェルジュとして、あらゆるニーズに誠心誠意お応えすべく、従業員に対

する教育・研修を推進してまいります。さらに、進化する「オンライン面

談」を軸として、アバター等の活用によりOMO戦略をさらに高度化させ、真に

お客様の役に立つ情報の提供とコンサルティングの実現を図ってまいりま

す。また、ACPのさらなる機能拡充を引き続き進め、保険代理店等に提供する

ことでサブスクリプションモデルとしてのストック収入の確保及び協業事業

の拡大を図ってまいります。

　一方、管理面では、内部監査室による当社各部門、各支店ならびに子会社

に対しての内部監査を実施しております。また、コンプライアンス部を中心

に全社的なコンプライアンス体制の充実・強化を図るとともに教育・啓発に

努めており、グループ全従業員に対して継続的な啓発活動と監査を積み重ね

ることにより、管理体制の充実、向上を図ってまいります。

　内部統制ならびにコーポレート・ガバナンスの強化は、顧客や社会から信

頼される企業として重要な経営課題であると認識し、より一層の体制整備に

努めてまいります。
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(5) 主要な事業内容（2023年９月30日現在）

保険代理店事業

ASP事業

メディア事業

メディアレップ事業

再保険事業

　　 本社 大阪市中央区瓦町三丁目５番７号

野村不動産御堂筋ビル

所 在 地 営 業 拠 点 所 在 地 営 業 拠 点

北 海 道 １ヵ所 大 阪 府 ５ヵ所

宮 城 県 １ヵ所 兵 庫 県 １ヵ所

東 京 都 １ヵ所 福 岡 県 １ヵ所

神 奈 川 県 １ヵ所

愛 知 県 １ヵ所 計 12ヵ所

(6) 主要な事業所（2023年９月30日現在）

営業拠点（全12ヵ所）

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

341名 39名増

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

338名 39名増 35.5歳 ６年８ヵ月

(7) 使用人の状況（2023年９月30日現在）

①　企業集団の使用人の状況

（注）契約社員（41名）を含み、嘱託社員（４名）、再雇用者（４名）、派遣社員（159名）

を含んでおりません。

②　当社の使用人の状況

（注）契約社員（40名）を含み、嘱託社員（４名）、再雇用者（４名）、派遣社員（159名）

を含んでおりません。
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借　入　先 借　入　金　残　高

株式会社三井住友銀行 600百万円

株式会社みずほ銀行 300百万円

株式会社りそな銀行 205百万円

(8) 主要な借入先の状況（2023年９月30日現在）

（注）株式会社りそな銀行からの借入金残高205百万円は、アドバンスクリエイト従業員持株

会専用信託による借入金であります。

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　当社株式は、東証プライム市場および福岡証券取引所本則市場に引き続き、

2022年12月６日をもちまして、札幌証券取引所本則市場に上場いたしました。

　これもひとえに、株主様、お客様、お取引先様をはじめ、皆様方からのご支

援の賜物と心より感謝申し上げます。
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①　発行可能株式総数 84,000,000株

②　発行済株式の総数 22,557,200株

③　株主数 38,025名

株　主　名 所有株式数 持株比率

有 限 会 社 濱 田 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 4,412,400株 19.56％

濱 田 佳 治 1,580,700株 7.00％

住 友 生 命 保 険 相 互 会 社 989,200株 4.38％

ネ オ フ ァ ー ス ト 生 命 保 険 株 式 会 社 989,200株 4.38％

メ ッ ト ラ イ フ 生 命 保 険 株 式 会 社 989,200株 4.38％

濱 　 田 　 亜 季 子 949,700株 4.21％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 829,400株 3.67％

富 国 生 命 保 険 相 互 会 社 700,000株 3.10％

Ｆ Ｗ Ｄ 生 命 保 険 株 式 会 社 645,000株 2.85％

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 ( 信 託 口 ) 434,600株 1.92％

２. 会社の現況

(1) 株式の状況（2023年９月30日現在）

（前事業年度末比3,456名増）

④　大株主（上位10名）

（注）１．持株比率は自己株式（2,507株）を控除して計算しております。

２．自己株式（2,507株）には、株式給付信託（J-ESOP）導入において設定した株式会社日本

カストディ銀行（信託Ｅ口）所有の当社株式430,300株及び従業員持株会支援信託ESOP導

入において設定した株式会社日本カストディ銀行（信託口）所有の当社株式208,400株は

含まれておりません。

⑤　その他株式に関する重要な事項

a.株式給付信託（J-ESOP）

　当社は、2015年11月11日開催の取締役会において、当社の株価や業績と

従業員の処遇の連動性をより高め、経済的な効果を株主の皆様と共有する

ことにより、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めることを目

的として、当社従業員に対して自社の株式を給付するインセンティブ・プ

ラン「株式給付信託（J-ESOP）」を導入しております。
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　なお、当事業年度末日（2023年９月30日）に株式給付信託（J-ESOP）導

入において設定した株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する

当社株式は430,300株であります。

b.従業員持株会支援信託ESOP

　当社は、2021年11月16日開催の取締役会において、中長期的な企業価値

向上に対し、当社グループ従業員にインセンティブを付与することによ

り、労働意欲の向上を促すとともに、従業員持株会の活性化及び安定的な

財産形成の促進を図ることを目的として、従業員インセンティブ・プラン

「従業員持株会支援信託ESOP」を導入しております。

　なお、当事業年度末日（2023年９月30日）に従業員持株会支援信託ESOP

導入において設定した株式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する

当社株式は208,400株であります。

(2) 新株予約権等の状況

①　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の

　状況(2023年９月30日現在)

　該当事項はありません。

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に交付された新株予約権の

　状況

　該当事項はありません。

③　その他新株予約権等の状況

　該当事項はありません。
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会社におけ
る 地 位

氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役
社 長

濱　田　佳　治

OMO営業本部長
有限会社濱田ホールディングス取締役
株式会社保険市場取締役
Advance Create Reinsurance Incorporated
Director,Chairman

専務取締役 櫛 引 　 健

経営管理本部長
株式会社保険市場取締役
Advance Create Reinsurance Incorporated
Director,Chief Executive Officer

取 締 役 鳥 居 俊 文
営業管理本部長
兼　契約管理部長
兼　社長補佐

取 締 役 横 山 欣 二

取 締 役 橋　本　孔　治

取 締 役 木目田　　　裕

西村あさひ法律事務所・外国法共同事業パートナー弁護
士
楽天証券ホールディングス株式会社社外取締役
楽天証券株式会社取締役（非常勤）
株式会社小糸製作所社外監査役

取 締 役 篠 原 秀 典
SBIネオファイナンシャルサービシーズ株式会社
取締役会長
株式会社福島銀行社外取締役

取 締 役 谷 貝 　 淳

取 締 役 中  田  華寿子

アクチュアリ株式会社代表取締役
株式会社フォーラムエンジニアリング社外取締役
株式会社ispace社外取締役
第８次内閣府消費者委員会委員

取 締 役 瀬 川 一 美

常勤監査役 谷 口 信 之

監 査 役 秋 吉 　 茂

監 査 役 畠 山 　 隆

監 査 役 桑 　 章 夫 大阪大学ベンチャーキャピタル株式会社監査役

(3) 会社役員の状況

①　取締役および監査役の状況（2023年９月30日現在）

（注）１. 取締役木目田裕氏、篠原秀典氏、谷貝淳氏、中田華寿子氏及び瀬川一美氏は、会社法第２条

第15号に規定する社外取締役であります。なお、当社は木目田裕氏、篠原秀典氏、谷貝淳

氏、中田華寿子氏及び瀬川一美氏を各上場金融商品取引所の定めに基づく独立役員として指

定し、各取引所に届け出ております。

２. 取締役木目田裕氏は、企業法務に関する弁護士としての経験と専門知識を有しております。
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氏　　名 異動前 異動後 異動年月日

櫛 引 　 健 専務取締役　業務開発本部長 専務取締役　経営管理本部長 2023年４月１日

鳥 居 俊 文

取締役

マーケティング本部長

兼　契約管理部長

兼　社長補佐

取締役

マーケティング・DX本部長

兼　契約管理部長

兼　社長補佐

2023年４月１日

取締役

マーケティング・DX本部長

兼　契約管理部長

兼　社長補佐

取締役

営業管理本部長

兼　契約管理部長

兼　社長補佐

2023年９月１日

横 山 欣 二

取締役　管理本部長
取締役　管理本部長

兼　総合企画部長
2023年４月１日

取締役　管理本部長

兼　総合企画部長
取締役　管理本部長 2023年６月１日

取締役　管理本部長
取締役　営業企画本部副本部長

新規ビジネス推進担当
2023年７月１日

取締役　営業企画本部副本部長

新規ビジネス推進担当
取締役 2023年９月１日

橋 本 孔 治

常務取締役

OMO営業本部副本部長

常務取締役

DC開発本部長

兼　DC第１部長

2022年10月１日

常務取締役

DC開発本部長

兼　DC第１部長

取締役

DC開発本部長
2022年12月16日

取締役

DC開発本部長

取締役

営業企画本部長

新規ビジネス推進担当

2023年７月１日

取締役

営業企画本部長

新規ビジネス推進担当

取締役 2023年９月１日

木目田　　裕

西村あさひ法律事務所パートナー弁

護士

楽天証券ホールディングス株式会社

社外取締役

楽天証券株式会社社外取締役

株式会社小糸製作所社外監査役

西村あさひ法律事務所パートナー弁

護士

楽天証券ホールディングス株式会社

社外取締役

楽天証券株式会社取締役（非常勤）

株式会社小糸製作所社外監査役

2022年10月３日

３. 監査役秋吉茂氏、畠山隆氏及び桑章夫氏は、会社法第２条第16号に規定する社外監査役であ

ります。なお、当社は秋吉茂氏、畠山隆氏及び桑章夫氏を各上場金融商品取引所の定めに基

づく独立役員として指定し、各取引所に届け出ております。

４. 監査役桑章夫氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見

を有するものであります。

５. 当事業年度中における役員の地位および重要な兼職の異動は次のとおりであります。
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氏　　名 異動前 異動後 異動年月日

篠 原 秀 典

－
ＳＢＩネオファイナンシャルサービ

シーズ株式会社取締役会長
2023年１月１日

ＳＢＩネオファイナンシャルサービ

シーズ株式会社取締役会長

ＳＢＩネオファイナンシャルサービ

シーズ株式会社取締役会長

株式会社福島銀行社外取締役

2023年６月20日

中 田 華寿子

アクチュアリ株式会社代表取締役

株式会社マネースクエア社外取締役

株式会社フォーラムエンジニアリン

グ社外取締役

株式会社ispace社外取締役

アクチュアリ株式会社代表取締役

株式会社フォーラムエンジニアリン

グ社外取締役

株式会社ispace社外取締役

2023年１月16日

アクチュアリ株式会社代表取締役

株式会社フォーラムエンジニアリン

グ社外取締役

株式会社ispace社外取締役

アクチュアリ株式会社代表取締役

株式会社フォーラムエンジニアリン

グ社外取締役

株式会社ispace社外取締役

第８次内閣府消費者委員会委員

2023年９月１日

秋 吉 　 茂 常勤監査役 監査役 2022年12月16日

桑 　 章 夫

株式会社ユニバーサル園芸社社外取

締役（監査等委員）

大阪大学ベンチャーキャピタル株式

会社監査役

大阪大学ベンチャーキャピタル株式

会社監査役
2023年９月26日

氏　　名 異動前 異動後 異動年月日

櫛 引 　 健 専務取締役　経営管理本部長
専務取締役　経営管理本部長

兼　人事本部長
2023年11月６日

６.当事業年度末日後における役員の地位および重要な兼職の異動は次のとおりであります。
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②　責任限定契約の内容の概要

　当社と取締役木目田裕氏、篠原秀典氏、谷貝淳氏、中田華寿子氏及び瀬川

一美氏、常勤監査役谷口信之氏、監査役秋吉茂氏、畠山隆氏及び桑章夫氏は、

会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限

定する契約を締結しております。当該契約の内容は、各氏が職務を行うにあた

り善意でかつ重大な過失がないときは、同法第425条第１項に定める最低責任

限度額をもって、その損害賠償責任の限度としております。

③　補償契約の内容の概要

　当社は、各役員との間で会社法第430条の２第１項に規定する補償契約を締

結しておりません。

④　役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は、当社及び子会社の取締役、監査役を被保険者として会社法第430条

の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被

保険者が業務に起因して損害賠償責任を負った場合における損害等を填補する

こととしております。なお、保険料は全額当社負担としております。

　また、被保険者が私的な利益または便宜の供与を違法に得たことや被保険者

の犯罪行為に起因する損害等は補償対象外とすることにより、当社及び子会社

の取締役、監査役の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置

を講じております。

⑤　取締役及び監査役の報酬等

イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は、2021年11月30日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等

の内容についての決定に関する方針を決議しております。

取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりです。

a．基本報酬に関する方針

　役位、職責、在任年数に応じて、他社水準、当社の業績、従業員給与の水準

を考慮しながら、総合的に勘案して決定するものといたします。

b．業績連動報酬等に関する方針

　該当事項はありません。
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区　　　分
報酬等の総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる

役員の員数

（名）基本報酬
業績連動

報酬等

非金銭

報酬等

取　締　役

（うち社外取締役）

238

（46）

238

（46）

－

（－）

－

（－）

10

（５）

監　査　役

（うち社外監査役）

58

（37）

58

（37）

－

（－）

－

（－）

４

（３）

合　　　計

（うち社外役員）

296

（84）

296

（84）

－

（－）

－

（－）

14

（８）

c．非金銭報酬等に関する方針

　該当事項はありません。

d．報酬等の割合に関する方針

　固定報酬である基本報酬のみといたします。

e．報酬等を与える時期又は条件の決定に関する方針

　在任中において月例で支払います。

f．報酬等の内容の決定について取締役その他の第三者への委任に関する事項

　取締役会決議に基づき、代表取締役社長である濱田佳治が、その具体的内容

について委任を受けるものとします。取締役会は、当該権限が代表取締役社長

によって適切に行使されるよう、独立社外取締役を過半数とする委員と独立社

外取締役の委員長で構成する指名・報酬委員会に、取締役の個人別の基本報酬

額の原案を諮問し答申を得るものとし、上記の委任を受けた代表取締役社長

は、当該答申の内容に従って決定するものといたします。

g．その他個人別報酬等の内容の決定に関する重要な事項

　該当事項はありません。

ロ.当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１.当事業年度末日現在の会社役員の員数は、取締役10名（うち社外取締役５名）及び監査

役４名（うち社外監査役３名）であります。

２.取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

３.取締役の報酬限度額は、2017年12月20日開催の第22回定時株主総会において、年額600百

万円以内（うち社外取締役分は年額60百万円以内）と決議いただいております。当該株

主総会終結時点の取締役の員数は、７名（うち社外取締役は２名）です。

４.監査役の報酬限度額は、2017年12月20日開催の第22回定時株主総会において、年額100百

万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、４名

（うち社外監査役は３名）です。
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５.取締役会決議に基づき代表取締役社長である濱田佳治が、取締役の報酬等の内容につい

て委任を受けています。委任した理由は、当社全体の業績を勘案しつつ各取締役の担当

部門について評価を行うには代表取締役が適していると判断したためであります。一

方、取締役会は、指名・報酬委員会に対し取締役の個人別の基本報酬額の原案を諮問

し、指名・報酬委員会においては、当社の業績、社外取締役を除く各取締役の担当部門

の業績等を勘案、審議しており、その後、取締役会に対して答申しています。代表取締

役社長はその答申内容に従って決定しており、報酬等の内容に係る決定方針に沿うもの

と判断しております。

ハ．当事業年度に支払った役員退職慰労金

　該当事項はありません。

ニ．社外役員が親会社又は子会社等から受けた役員報酬等の総額

　該当事項はありません。

⑥　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

　取締役木目田裕氏は、西村あさひ法律事務所・外国法共同事業のパート

ナー弁護士、楽天証券ホールディングス株式会社の社外取締役、楽天証券

株式会社の取締役（非常勤）及び株式会社小糸製作所の社外監査役であり

ます。西村あさひ法律事務所・外国法共同事業、楽天証券ホールディング

ス株式会社、楽天証券株式会社及び株式会社小糸製作所と当社との間には

重要な取引関係、その他特記すべき事項はありません。

　取締役篠原秀典氏は、当社の主要取引先である住友生命保険相互会社の

業務執行者でありましたが、同社を退職されてから11ヵ月が経過しており

ます。住友生命保険相互会社と当社との間には、保険代理店事業における

取引関係があります。また同氏は、SBIネオファイナンシャルサービシーズ

株式会社の取締役会長、株式会社福島銀行の社外取締役であります。SBIネ

オファイナンシャルサービシーズ株式会社及び株式会社福島銀行と当社と

の間には重要な取引関係、その他特記すべき事項はありません。

　取締役谷貝淳氏は、当社の主要取引先であるアリコジャパン（現メット

ライフ生命保険株式会社）の業務執行者でありましたが、同社を退職され

てから６年８ヵ月が経過しております。メットライフ生命保険株式会社と

当社との間には、保険代理店事業、メディア事業、メディアレップ事業及

び再保険事業における取引関係があります。その他特記すべき事項はあり

ません。
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　取締役中田華寿子氏は、アクチュアリ株式会社の代表取締役、株式会社

フォーラムエンジニアリングの社外取締役、株式会社ispaceの社外取締役

及び第８次内閣府消費者委員会委員であります。アクチュアリ株式会社、

株式会社フォーラムエンジニアリング及び株式会社ispaceと当社との間に

は重要な取引関係、その他特記すべき事項はありません。

　監査役桑章夫氏は、大阪大学ベンチャーキャピタル株式会社の監査役で

あります。大阪大学ベンチャーキャピタル株式会社と当社との間には重要

な取引関係、その他特記すべき事項はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況

　取締役木目田裕氏は、当事業年度に開催した全ての取締役会に出席し、

法律専門家としての客観的立場から当社の経営に対する適切な監督を行っ

ております。取締役会においては、社外取締役として報告事項や決議事項

について適宜質問をするとともに、必要に応じ社外の立場から意見を述べ

ております。

　取締役篠原秀典氏は、2022年12月16日就任以降の当事業年度に開催した

取締役会16回中15回に出席し、企業経営に携わった豊富な経験や知識か

ら、重要事項の決定に際し有用な助言・提言を行っております。

　取締役谷貝淳氏は、当事業年度に開催した全ての取締役会に出席し、複

数の企業において企業経営に携わった豊富な経験や知識から、重要事項の

決定に際し有用な助言・提言を行っております。

　取締役中田華寿子氏は、当事業年度に開催した全ての取締役会に出席

し、企業経営及びマーケティング部門における豊富な経験や知識から、事

業運営に際し有用な助言・提言を行っております。

　取締役瀬川一美氏は、当事業年度に開催した全ての取締役会に出席し、

企業経営及び法人営業部門における豊富な経験や知識から、事業運営に際

し有用な助言・提言を行っております。

　監査役秋吉茂氏は、当事業年度に開催した全ての取締役会及び監査役会

に出席し、監査役としての豊富な経験や知識から、議案の審議に対し適切

な助言・提言を行っております。

　監査役畠山隆氏は、当事業年度に開催した全ての取締役会及び監査役会

に出席し、監査役としての豊富な経験や知識から、議案の審議に対し適切

な助言・提言を行っております。

　監査役桑章夫氏は、当事業年度に開催した全ての取締役会及び監査役会

に出席し、公認会計士としての客観的立場から、当社の内部統制システム

構築において適切な助言・提言を行っております。

　監査役秋吉茂氏、畠山隆氏及び桑章夫氏は、取締役会においては、議案

の審議に際し取締役の職務執行及び取締役会決議における意思決定過程が

－ 24 －



適正であり、合理的かつ正しい事実認識に基づいているか等の観点から意

見を表明する等、監査機能を十分に発揮いたしました。また、監査役会に

おいては、全ての審議について報告を行い、意見を積極的に述べておりま

す。
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報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 40百万円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

40百万円

(4) 会計監査人の状況

①　会計監査人の名称

　　桜橋監査法人

②　会計監査人の報酬等の額

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を区分しておらず、かつ、実質的にも区分できないことから、

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しておりま

す。

③　会計監査人の報酬等の額の同意について

　監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する

実務指針」を踏まえ、前期の監査実績、会計監査人の職務遂行状況、監査

計画における監査時間、報酬額の見積りなどを検討した結果、会計監査人

の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

④　会計監査人の解任または不再任の決定方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再

任に関する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当する

と認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いた

します。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集され

る株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたし

ます。

⑤　責任限定契約の内容の概要

　当社と会計監査人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約の

内容は、会計監査人がその職務を行うにあたり善意でかつ重大な過失がな

いときは、同法第425条第１項に定める最低責任限度額をもって、その損

害賠償責任の限度としております。
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(5) 業務の適正を確保するための体制

　当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、当社及び当社子会社から成る

企業集団（以下、「当社グループ」という。）における業務の適正を確保する

ための体制として、以下のような体制を構築しております。なお、記載内容

は、当社「内部統制基本方針」に基づいております。（最終改訂　2023年９月

１日）

 (1)当社グループの取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを

確保するための体制

①当社グループは、「基本理念」、「倫理規程」及び「コンプライアンス規

程」等を制定し、当社グループの取締役及び従業員が法令・定款及び社会

規範を遵守した行動をとることを義務付ける。また、その徹底を図るた

め、当社にコンプライアンス部を設置し、当社グループにおけるコンプラ

イアンスの取り組みを横断的に統括することとする。当社に内部監査室を

設置し、コンプライアンス部と連携の上、当社グループにおけるコンプラ

イアンスの状況を監査する。これらの活動は定期的に取締役会及び監査役

に報告されるものとする。法令上疑義のある行為について当社グループの

従業員が直接情報提供を行う手段としてスピークアップ制度を設置・運営

する。

②当社グループは、反社会的勢力による不当要求に対しては、反社会的勢力

に対する基本方針に則り、組織として対応して断固として拒絶し、取引関

係を含め一切の関係を遮断する。

 (2)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項

①取締役会規則及び文書取扱規程等に従い、取締役の職務執行に係る情報を

文書または電磁的媒体（以下、「文書等」という。）に記録し、保存す

る。取締役及び監査役は、常時、これらの文書等を閲覧できるものとす

る。

②取締役会規則及び文書取扱規程の改廃については取締役会の承認を得るも

のとする。

 (3)当社グループの損失の危機の管理に関する規程その他の体制

①当社グループにおいて「経営危機管理規程」、「システムリスク管理規

程」及び「情報セキュリティ対策基準および管理手順」等のリスク管理に

関する規程を定め、各種のリスクについて主管部署を決め対応マニュアル

の整備、研修を実施する等の対応を図る。各種リスク管理上必要な対策に

ついては、当社の取締役、本部長及び部室長らで構成される拡大経営会議

において報告し、進捗状況を確認する。

②当社のコンプライアンス担当役員を委員長とし、社内委員、社外委員及び

オブザーバーとして参加する監査役等にて構成されるガバナンス委員会を

設置し、当社グループの経営戦略上のリスクや業務運営上のリスクを把
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握・評価し必要な予防対策について取締役会に報告する等の業務を行う。

③新たに認識した当社グループにおけるリスクについては、取締役会におい

て速やかに対応責任者となる取締役を定める。

④当社グループの内部統制の構築を目指し、当社内部監査室を当社グループ

の内部統制に関する担当部署とするとともに、内部統制に関する協議、情

報の共有化・指示・要請の伝達等が効率的に行われる体制を構築するため

に、取締役社長を委員長、経理部門担当役員を副委員長、各管掌取締役・

本部長・経理担当部門長・内部監査室長を委員とし、オブザーバーとして

参加する監査役にて構成される内部統制委員会を設置し、当社グループで

のリスクコントロールを行う。

⑤当社の内部監査室が子会社を含めて、部署毎のリスク管理の状況を監査

し、その結果を定期的に取締役会に報告する。

 (4)財務報告の適正性を確保するための体制

 当社グループの財務報告の適正性を確保するため、内部統制委員会を設

置し、財務報告の基本方針を定め、同報告に係る内部統制を整備及び運用

する体制を構築する。

 (5)当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するた

めの体制

①当社は、原則として毎月１回開催する定時取締役会に加え、必要に応じて

臨時取締役会を開催し、重要事項の決定と取締役の職務執行状況の監督を

行う。また、取締役会を補完し適切な業務執行を図るため、当社は、代表

取締役社長、業務執行取締役及び本部長、理事、参与で構成される経営会

議を設置し、原則毎週１回業務執行における重要事項について審議及び検

討を行う。

②組織規程、業務分掌、権限・責任規程及び職務権限表を定め、重要度に応

じて職務権限を委任できることとし、意思決定手続きの機動性向上を図る

とともに、当社グループにおける子会社管理の基本方針として、関係会社

規程を策定する。

 (6)当社の子会社の取締役等の職務の執行にかかる事項の当社への報告に関す

る体制

①当社は、当社が定める関係会社管理規程及び同規程にもとづく子会社運営

基準に則り、子会社の経営内容を的確に把握するため、子会社の営業成

績、財務状況その他の重要な情報について当社への定期的な報告を義務付

け、必要に応じて子会社に対して関係資料等の提出を求める。

②当社は子会社に対して、子会社がその営業成績、財務状況その他の重要な

情報について当社に報告するため、必要に応じて当社が開催する取締役会

または経営会議に子会社役員または従業員が参加することを求める。
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 (7)監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する体制ならびにその使用人の取締役からの独立性に関する

事項

 監査役は、内部監査室及び管理部門所属の従業員に監査業務に必要な事

項を命令することができるものとし、監査役より監査業務に必要な命令を

受けた従業員がその命令に関する業務遂行中に、監査役以外の指揮命令を

受けたり、不当な制約を受けたりすることがないよう取締役等は留意す

る。当該従業員に係る人事異動等の処遇に関しては監査役の意見を反映し

て決定する。

 (8)監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事

項

 当社は当社の役員及び従業員に対して、監査役の職務を補助すべき従業

員が監査役の指揮命令に従う旨を周知徹底する。

 (9)監査役への報告に関する体制

①取締役及び従業員が監査役に報告するための体制

a.当社の監査役は、取締役の職務執行を監査するため、取締役会、経営会

議その他当社の重要な会議に出席する他、主要な稟議書やその他業務執

行に関する重要な書類を閲覧するものとする。

b.取締役及び従業員等は、取締役会その他の重要な会議への監査役の出席

を通じて職務の執行状況を報告するほか、内部監査の実施状況、スピー

クアップ制度に基づく通報状況等を報告する。管理部門、内部監査室は

監査役との定期的な連絡会で、他の部門は監査役の求めに応じ、業務及

び財産の状況を報告する。

②子会社の取締役等及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の

監査役に報告をするための体制

a.子会社の役員及び従業員は、当社監査役から業務執行に関する事項につ

いて報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行う。

b.子会社の役員及び従業員は、法令等の違反行為等、当社または当社の子

会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実については、これを発見次

第、直ちに当社の子会社を管理する部門へ報告を行うか、またはスピー

クアップ制度を利用する。

c.当社内部監査室は、定期的に当社監査役に対する報告会を実施し、子会

社における内部監査、コンプライアンス、リスク管理等の現状を報告す

る。

d.スピークアップ制度の担当部門は、当社グループの役員及び従業員から

の内部通報の状況について、通報者の匿名性に必要な処置をしたうえ

で、定期的に当社取締役、監査役及び取締役会に対して報告する。

－ 29 －



 (10)監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱い

を受けないことを確保するための体制

 当社は、監査役への報告を行った当社グループの役員及び従業員に対し

て当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、そ

の旨を当社グループの役員及び従業員に周知徹底する。

 (11)監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他

の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する

事項

 監査役がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い等の請求を

したときは、担当部門において審議のうえ、当該請求に係る費用または債

務が当該監査役の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、速

やかに当該費用または債務を処理する。

 (12)その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

 監査役は代表取締役、会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換会を開催

する。また、当社は、監査役と管理部門及び内部監査室との間で連絡会を

開催するほか、各種会議への監査役の出席を確保するなど監査役の監査が

実効的に行われるための体制を整備する。また、監査役は、専門性の高い

法務・会計事項については、専門家に対して助言を求める又は調査、鑑定

その他の事務を委託する等の費用を請求することが出来る。取締役等は監

査費用の前払又は償還の手続きその他の監査費用等について、監査役の職

務に必要でないと認められる場合を除き、これを拒むことはできない。

(6) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当社グループにおける業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は

以下のとおりであります。

 (1)当社グループの取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを

確保するための体制

①内部監査室による当社各部門、各支店ならびに子会社に対しての内部監査

を年間計画に基づき実施いたしました。また、改正保険業法にも対応し

て、コンプライアンス部を中心に全社的なコンプライアンス体制の充実、

強化を図るとともに啓発活動に努めました。これらの活動は、毎月の定時

取締役会および監査役に報告されました。なお、スピークアップ制度の通

報実績が１件ありましたが、迅速且つ適切な対応を行っております。

②当社グループは、新規取引先に対するコンプライアンス部および管理部門

による事前チェックを取引先管理規程に基づき実施し、また元受保険会社

等と連携し、反社会的勢力との取引が発生しないよう取り組みました。
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 (2)取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する事項

①取締役会の資料および議事録の文書等は、セキュリティが確保された場所

で適切に保管しております。取締役および監査役は、常時、これらの文書

等を閲覧できる状態としております。

②文書取扱規程の改廃については取締役会の承認を得るものとしておりま

す。

 (3)当社グループの損失の危機の管理に関する規程その他の体制

①リスク管理の主管部門を管理部門に定め、対応マニュアルの整備を行うと

ともに、安否確認システムを用いた訓練を定期的に実施いたしました。

②ガバナンス委員会を原則毎月開催し、その内容は取締役会にて報告されま

した。

③予防法務の観点から、当社グループにおけるリスクについては取締役会や

経営会議、コンプライアンス委員会等で積極的に議論がなされ、顕在化の

防止に努めました。

④内部統制委員会を開催し、当社グループにおけるリスクコントロールを実

施いたしました。

⑤当社の内部監査室が子会社を含めて、部署ごとのリスク管理の状況を監査

し、その結果を毎月の定時取締役会に報告いたしました。

 (4)財務報告の適正性を確保するための体制

 当社グループの財務報告の適正性を確保するため、内部統制委員会を開

催し、財務報告の基本方針（内部統制基本計画）を定め、同報告に係る内

部統制を整備および運用する体制を構築いたしました。報告すべき重要な

不備は認められませんでした。

 (5)当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するた

めの体制

 当社グループの監督機能を担う取締役と本部長の役割を明確化し、当社

の取締役会、経営会議および拡大経営会議等において目標に対する進捗状

況を確認し、必要な改善策を実施いたしました。

 (6)当社の子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する

体制

 取締役会や経営会議等での報告を通じて、当社は子会社の経営内容を的

確に把握いたしました。また、当社内部監査室が実施した子会社に対する

内部監査の結果は、取締役会または経営会議等に報告されました。

 (7)監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する体制ならびにその使用人の取締役からの独立性に関する

事項

 内部監査室に、監査役を補助する従業員を配置（兼任）しています。当

該従業員は、人事異動及び評価等に関して取締役から独立性を確保してお

り、監査役からの指示の下、必要な情報の収集権限を有しています。
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 (8)監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事

項

 当社は当社の役員および従業員に対して、監査役の職務を補助すべき従

業員が監査役の指揮命令に従う旨を周知徹底いたしました。

 (9)監査役への報告に関する体制

①取締役および従業員が監査役に報告するための体制

 監査役は、当事業年度中に開催された取締役会および毎週の経営会議等

に出席し、また主要な稟議書やその他業務執行に関する重要な書類を閲覧

して、取締役の職務執行を適切に監査いたしました。さらに、各部門や内

部監査室と定期的に情報交換を行い、職務の執行状況や内部監査の実施状

況を把握いたしました。

②子会社の取締役等および使用人またはこれらの者から報告を受けた者が当

社の監査役に報告をするための体制

 監査役への報告が妨げられることはありませんでした。なお、子会社か

らのスピークアップ制度の通報実績はありませんでした。

 (10)監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱い

を受けないことを確保するための体制

 社員が不利な取扱いを受ける事案はありませんでした。

 (11)監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続きその

他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関

する事項

 監査役の職務の執行について生じた費用は迅速かつ適切に処理され、職

務の執行が遅延することはありませんでした。

 (12)その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

 監査役は代表取締役、会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換会を開催

いたしました。また、監査役と管理部門および内部監査室との間で連携を

図り、監査役の監査は円滑的かつ実効的に行われました。

(7) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、株主に対する利益還元と保険流通市場におけるシェアの拡大を経営

の重要課題として位置づけております。将来の成長戦略を遂行していくための

原資となる内部留保の充実に努めるとともに、業績に応じた配当の実施等によ

り、株主価値を高めることを基本方針としております。

　当事業年度の期末配当金につきましては、株主の皆様に対する安定配当を重

視し、１株当たり17.5円とさせていただき、すでに2023年６月１日に実施済み

の中間配当金１株当たり17.5円とあわせまして、年間配当金は１株当たり35円

となります。
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（2023年９月30日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

未 収 入 金

未収還付法人税等

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工 具 器 具 備 品

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 前 払 費 用

差 入 保 証 金

保 険 積 立 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

繰 延 資 産
　

5,035,371

1,238,267

1,723,495

764,869

419,547

889,192

5,470,908

996,163

227,544

128,914

639,704

1,314,632

1,174,031

140,600

3,160,113

138,014

568,259

855,251

443,222

1,057,756

97,609

6,226
　

流 動 負 債 3,900,843

短 期 借 入 金 900,000

1年内償還予定の社債 200,000

未 払 法 人 税 等 105,606

未 払 金 1,331,073

預 り 金 642,638

リ ー ス 債 務 135,011

賞 与 引 当 金 145,132

そ の 他 441,381

固 定 負 債 1,967,971

長 期 借 入 金 205,760

社 債 200,000

リ ー ス 債 務 679,234

退職給付に係る負債 419,079

資 産 除 去 債 務 343,101

そ の 他 120,796

負 債 合 計 5,868,815

純 資 産 の 部

株 主 資 本 4,587,701

資 本 金 3,158,703

資 本 剰 余 金 585,325

利 益 剰 余 金 1,349,529

自 己 株 式 △505,856

その他の包括利益累計額 55,990

その他有価証券評価差額金 55,990

純 資 産 合 計 4,643,691

資 産 合 計 10,512,507 負 債 ・ 純 資 産 合 計 10,512,507

連 結 貸 借 対 照 表

 （記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。）
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( 2022年10月１日から
2023年９月30日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 10,163,514

売 上 原 価 3,964,727

売 上 総 利 益 6,198,786

販売費及び一般管理費 8,219,187

営 業 損 失 2,020,400

営 業 外 収 益

受 取 利 息 312

受 取 配 当 金 2,292

受 取 保 証 料 9,295

為 替 差 益 14,232

そ の 他 5,269 31,402

営 業 外 費 用

支 払 利 息 ・ 社 債 利 息 17,174

支 払 手 数 料 179,364

そ の 他 5,126 201,665

経 常 損 失 2,190,663

特 別 利 益

保 険 解 約 益 9,972 9,972

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 26,347

保 険 解 約 損 35,783 62,131

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 2,242,823

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 191,121

法 人 税 等 調 整 額 △664,661 △473,540

当 期 純 損 失 1,769,282

親会社株主に帰属する当期純損失 1,769,282

連 結 損 益 計 算 書

 （記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。）
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（2023年９月30日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

前 払 費 用

未 収 入 金

未収還付法人税等

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工 具 器 具 備 品

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

ソフトウエア仮勘定

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 前 払 費 用

関 係 会 社 株 式

差 入 保 証 金

保 険 積 立 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

繰 延 資 産

社 債 発 行 費
　

3,548,367

1,038,452

1,123,697

283,684

506,374

392,022

204,135

5,538,212

996,163

227,544

128,914

639,704

1,314,632

1,174,031

67,181

73,419

3,227,416

138,014

568,259

369,040

689,697

443,222

921,573

97,609

6,226

6,226
　

流 動 負 債 3,161,618

短 期 借 入 金 1,200,000

1年内償還予定の社債 200,000

未 払 法 人 税 等 16,747

未 払 費 用 88,379

未 払 金 839,947

預 り 金 519,873

リ ー ス 債 務 135,011

賞 与 引 当 金 143,699

そ の 他 17,959

固 定 負 債 1,958,088

長 期 借 入 金 205,760

社 債 200,000

リ ー ス 債 務 679,234

退 職 給 付 引 当 金 419,079

資 産 除 去 債 務 343,101

そ の 他 110,912

負 債 合 計 5,119,706

純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,917,109

資 本 金 3,158,703

資 本 剰 余 金 585,325

資 本 準 備 金 259,394

その他資本剰余金 325,930

利 益 剰 余 金 678,937

利 益 準 備 金 548,417

その他利益剰余金 130,519

繰越利益剰余金 130,519

自 己 株 式 △505,856

評価・換算差額等 55,990

その他有価証券評価差額金 55,990

純 資 産 合 計 3,973,099

資 産 合 計 9,092,806 負 債 ・ 純 資 産 合 計 9,092,806

貸　借　対　照　表

 （記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。）
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( 2022年10月１日から
2023年９月30日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 7,919,925

売 上 原 価 3,404,835

売 上 総 利 益 4,515,089

販売費及び一般管理費 6,960,493

営 業 損 失 2,445,403

営 業 外 収 益

受 取 利 息 28

受 取 配 当 金 855,492

受 取 保 証 料 12,577

受 取 事 務 手 数 料 4,200

そ の 他 7,697 879,996

営 業 外 費 用

支 払 利 息 16,482

社 債 利 息 1,302

社 債 発 行 費 償 却 3,735

株 式 交 付 費 償 却 1,250

支 払 手 数 料 179,364

そ の 他 739 202,876

経 常 損 失 1,768,284

特 別 利 益

保 険 解 約 益 9,972 9,972

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 26,347

保 険 解 約 損 35,783 62,131

税 引 前 当 期 純 損 失 1,820,443

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 9,098

法 人 税 等 調 整 額 △653,894 △644,795

当 期 純 損 失 1,175,647

損　益　計　算　書

 （記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。）
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独立監査人の監査報告書
2023年11月17日

株式会社アドバンスクリエイト
取 締 役 会　御中

桜橋監査法人
大阪府大阪市

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 立 石 亮 太
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 大 西 祐 子
　
監査意見

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社アドバンスクリエイトの

2022年10月１日から2023年９月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ

た。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、株式会社アドバンスクリエイト及び連結子会社からなる企業集団の

当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示

しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の

責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、

会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た

している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断

している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記

載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内

容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら

ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過

程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との

間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の

記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した

場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制

を整備及び運用することが含まれる。

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作

成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開

示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の

執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又

は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお

いて独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又

は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思

決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示

リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断

による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは

ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する

ために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた

会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま

た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又

は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す

る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注

意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場

合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の

結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ

り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の

表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して

いるかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する

十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督

及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
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　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実

施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で

求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関

する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事

項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ

いて報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　　上
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独立監査人の監査報告書
2023年11月17日

株式会社アドバンスクリエイト
取 締 役 会　御中

桜橋監査法人
大阪府大阪市

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 立 石 亮 太
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 大 西 祐 子
　
監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社アドバンスクリエ

イトの2022年10月１日から2023年９月30日までの第28期事業年度の計算書類、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下

「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会

社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記

載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内

容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら

ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程

において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に

重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載

内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した

場合には、その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査人の監査報告
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽

表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す

る責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の

執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい

て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤

謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に

影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示

リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断

による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな

いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた

めに、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた

会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま

た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又

は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す

る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意

を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合

は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論

は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表

示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している

かどうかを評価する。
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　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実

施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で

求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関

する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事

項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ

いて報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　　上
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監査報告書

　当監査役会は、2022年10月１日から2023年９月30日までの第28期事業年度の

取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議

の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人

からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め

ました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方

針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思

疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下

の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な

決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の

状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役

及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社

から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合

することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成

る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施

行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会

決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス

テム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況に

ついて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明い

たしました。

監査役会の監査報告
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③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している

かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監

査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」

（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理

基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨

の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計

算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及

びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連

結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果

（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反

する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取

締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人桜橋監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

（3）連結計算書類の監査結果

会計監査人桜橋監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

2023年11月20日

株式会社アドバンスクリエイト監査役会

常勤監査役 谷口 信之 ㊞

監査役（社外監査役） 秋吉　 茂 ㊞

監査役（社外監査役） 畠山　 隆 ㊞

監査役（社外監査役） 桑　 章夫 ㊞
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株主総会参考書類

第１号議案 利益準備金の額の減少の件

会社法第 448 条第１項の定めに基づき、今後の資本政策の柔軟性及び機動性

を高めることを目的として、利益準備金の額を減少し、その全額を繰越利益剰余

金に振り替えを行うことにつきご承認をお願いするものであります。

なお、本議案は貸借対照表の純資産の部における勘定科目の振替処理であり、

当社の純資産額に変更はございません。

１． 減少する利益準備金の額

利益準備金 548,417,371 円を全額減少して、繰越利益剰余金に振り替え

ます。

２． 利益準備金の額の減少が効力を生ずる日

　　　　2024 年１月 20日
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候補者
番　号

ふ  り  が  な

氏　　　　　名
（生　年　月　日）

略歴、当社における地位および担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

１

はま

濱

 

　
だ

田

 

　
よし

佳

 

　
はる

治

(1962年11月５日生)

1985年７月 新日本証券株式会社（現みずほ証券株

式会社）入社

1991年７月 メリルリンチ証券会社入社

1994年１月 上能総合会計事務所入所

1995年10月 当社設立　代表取締役社長

2002年12月 当社代表取締役社長兼最高経営責任者

2003年12月 有限会社濱田ホールディングス取締役

（現任）

2004年11月 株式会社保険市場取締役（現任）

2005年10月 当社代表取締役社長

2007年10月 当社代表取締役社長兼最高経営責任者

2008年11月 Advance Create Reinsurance

Incorporated　Director,Chairman

2015年10月 Advance Create Reinsurance

Incorporated　Director,Chairman 

and Chief Executive Officer

2016年10月 Advance Create Reinsurance

Incorporated　Director,Chairman

（現任）

2017年10月 当社代表取締役社長

2020年６月 当社代表取締役社長兼OMO営業本部長

2021年10月 当社代表取締役社長

2022年４月 当社代表取締役社長兼OMO営業本部長

（現任）

1,580,700株

（重要な兼職の状況）

有限会社濱田ホールディングス取締役

株式会社保険市場取締役

Advance Create Reinsurance Incorporated　

Director,Chairman

【取締役候補者とした理由】

　1995年の当社創業以来、創業者として理念を掲げ強力なリーダーシップと実行力により

当社の発展に貢献しております。企業理念の醸成はもとより、営業面・管理面の業務全般

に精通しており、引き続き事業推進の要として当社経営を担うことが企業価値向上に資す

ると判断し、取締役候補者としております。

【取締役会出席回数】

　21回／21回

第２号議案　取締役８名選任の件

　取締役全員（10名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。

　つきましては、経営機構改革を実施し、取締役会において戦略的かつ機動的に

意思決定が行えるよう２名減員し、社外取締役４名を含む取締役８名の選任をお

願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番　号

ふ  り  が  な

氏　　　　　名
（生　年　月　日）

略歴、当社における地位および担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

２

くし

櫛

 

　
びき

引

 

　

 

　

 

　
たけし

健

(1959年６月29日生)

1983年４月 本田技研工業株式会社入社
1984年４月 アリコジャパン（現メットライフ生命保

険株式会社）入社
2009年８月 当社入社　ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ･営業統括本部部長
2010年２月 当社提携事業部長
2010年２月 Advance Create Reinsurance

Incorporated　Director,President
and Chief Operating Officer

2011年10月 当社執行役員提携事業部長
2012年３月 当社上席執行役員事業戦略部長
2012年10月 当社常務執行役員事業戦略部長
2015年10月 当社常務執行役員ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ･営業統括本

部長
2015年12月 当社取締役常務執行役員ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ･営業

統括本部長
2016年10月 Advance Create Reinsurance

Incorporated　Director,Vice Chairman 
and Chief Executive Officer

2017年10月 当社取締役営業企画本部長
2017年12月 当社常務取締役営業企画本部長

Advance Create Reinsurance
Incorporated　Director, Chief 
Executive Officer（現任）

2018年12月 当社専務取締役ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ･営業統括
本部長兼ﾃﾚﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ事業部長
株式会社保険市場取締役（現任）

2020年４月 当社専務取締役業務開発本部長
2023年４月 当社専務取締役経営管理本部長
2023年11月 当社専務取締役経営管理本部長兼人事本

部長（現任）

23,700株

（重要な兼職の状況）
株式会社保険市場取締役
Advance Create Reinsurance Incorporated
Director,Chief Executive Officer

【取締役候補者とした理由】
　2009年より当社の一員として、提携事業、コンサルティング事業、事業戦略に携わる
等、主に営業部門における豊富な経験と高い見識を有しております。2023年11月からは経
営管理本部長兼人事本部長として管理部門全般を管轄しており、引き続き当社経営を担え
るものと判断し、取締役候補者としております。
【取締役会出席回数】
　21回／21回
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候補者
番　号

ふ  り  が  な

氏　　　　　名
（生　年　月　日）

略歴、当社における地位および担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

３

とり

鳥

 

　
い

居

 

　
とし

俊

 

　
ふみ

文

(1966年８月27日生)

1990年４月 新日本証券株式会社（現みずほ証券株式会

社）入社

1995年７月 セゾン生命保険株式会社（現ジブラルタ生

命保険株式会社）入社

1997年７月 当社入社

1998年11月 当社取締役企画開発部長

2007年10月 当社ﾀﾞｲﾚｸﾄﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ部長

2009年12月 当社執行役員ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ・営業統括本部副本

部長

2010年10月 当社執行役員ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ本部長

2010年12月 当社取締役執行役員ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ本部長

2011年７月 当社取締役執行役員ﾀﾞｲﾚｸﾄﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ部長

2011年12月 株式会社保険市場取締役

2012年12月 当社執行役員お客様ｻｰﾋﾞｽ部長兼社長補佐

2013年４月 当社理事お客様ｻｰﾋﾞｽ部長

2013年10月 当社執行役員ﾀﾞｲﾚｸﾄﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ部長

株式会社保険市場代表取締役社長

2014年６月 株式会社保険市場取締役

2015年10月 当社理事ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ・営業統括本部副本部長

兼社長補佐

2016年３月 当社執行役員ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ・営業統括本部副本

部長兼社長補佐

2017年10月 当社理事ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ・営業統括本部副本部長

2018年10月 当社ｲﾝｼｭｱﾃｯｸ推進室長

2019年10月 当社理事OMO営業本部長兼ｵﾝﾗｲﾝﾀﾞｲﾚｸﾄﾏｰｹﾃｨ

ﾝｸﾞ部長兼市場調査部長兼社長補佐

2020年４月 当社理事OMO営業本部副本部長兼ｵﾝﾗｲﾝﾀﾞｲﾚｸ

ﾄﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ部長兼市場調査部長

2020年12月 当社理事OMO営業本部部長兼市場調査部長

2021年４月 当社理事OMO営業本部副本部長兼社長補佐兼

ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ開発部長兼市場調査部長

2021年10月 当社理事ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ本部長兼社長補佐兼ﾘﾓｰﾄ

損害保険営業開設準備室長

2022年４月 当社理事ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ本部長兼社長補佐兼契約

管理部長

2022年12月 当社取締役ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ本部長兼社長補佐兼契

約管理部長

2023年４月 当社取締役ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ・DX本部長兼契約管理

部長兼社長補佐

2023年９月 当社取締役営業管理本部長兼契約管理部長

兼社長補佐（現任）

181,900株

－ 48 －



【取締役候補者とした理由】

　当社においてIT部門やマーケティング戦略部門の責任者等を歴任し、長年にわたり当社

のビジネスモデルの中心を担っております。2023年９月からは営業管理本部長として事業

を積極的に推進しており、引き続きこれらの経験を活かして当社経営を担えるものと判断

し、取締役候補者としております。

【取締役会出席回数】

　16回／16回

－ 49 －



候補者
番　号

ふ  り  が  な

氏　　　　　名
（生　年　月　日）

略歴、当社における地位および担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

４

おか

岡

 

　
だ

田

 

　
とし

俊

 

　
や

哉

(1969年８月24日生)

1992年４月 株式会社船井総合研究所入社

1995年12月 日本テレホン株式会社入社

2015年11月 同社取締役執行役員第一営業本部長（シ

ョップ営業部門・コールセンター営業部

門管掌）

2017年７月 同社代表取締役社長執行役員

2023年１月 当社入社

2023年３月 当社DC開発本部副本部長

2023年７月 当社DC開発本部長兼DC開発部長

2023年10月 当社執行理事DC開発本部長兼DC開発部長

（現任）

－株

【取締役候補者とした理由】

　2023年１月より当社の一員として、DC開発本部の要職を歴任、加えて通信サービス会社

において企業経営に携わった豊富な経験、知見をもとに事業運営の中心を担っておりま

す。2023年７月からはDC開発本部長を務めており、これらの経験、実績を活かして当社経

営を担えるものと判断し、取締役候補者としております。

－ 50 －



候補者
番　号

ふ  り  が  な

氏　　　　　名
（生　年　月　日）

略歴、当社における地位および担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

５

き

木
め

目
だ

田

 

　

 

　

 

　
ひろし

裕

(1967年９月26日生)

1993年４月 検事任官

1997年４月 東京地方検察庁特別捜査部

1998年８月 米国ノートルデーム・ロースクール客員

研究員

1999年６月 法務省刑事局付

2001年６月 金融庁総務企画局企画課課長補佐

2002年７月 検事退官

2002年８月 西村総合法律事務所（現西村あさひ法律

事務所・外国法共同事業）入所（現任）

2005年４月 桐蔭横浜大学大学院法務研究科客員教授

2005年11月 株式会社大庄社外取締役

2007年１月 楽天証券株式会社社外取締役

2011年12月 当社社外取締役（現任）

2019年１月 株式会社小糸製作所社外監査役（現任）

2022年10月 楽天証券ホールディングス株式会社　　

社外取締役（現任）

楽天証券株式会社取締役（非常勤）

（現任）

11,100株

（重要な兼職の状況）

西村あさひ法律事務所・外国法共同事業パートナー

弁護士

楽天証券ホールディングス株式会社社外取締役

楽天証券株式会社取締役（非常勤）

株式会社小糸製作所社外監査役

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】

　企業法務に関する弁護士としての経験と専門知識を有しており、法律専門家としての客

観的立場から当社の経営に対する適切な監督を行っていただけるものと判断し、社外取締

役候補者としております。

【取締役会出席回数】

　21回／21回

－ 51 －



候補者
番　号

ふ  り  が  な

氏　　　　　名
（生　年　月　日）

略歴、当社における地位および担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

６

しの

篠

 

　
はら

原

 

　
ひで

秀

 

　
のり

典

(1958年12月３日生)

1981年４月 住友生命保険相互会社入社

1999年10月 同社阪神支社長

2001年10月 同社営業企画部次長兼営業企画課長

2003年４月 同社営業企画部長

2005年10月 同社福岡支社長

2008年４月 同社執行役員兼コンプライアンス統括部長

2009年３月 同社執行役員兼経理部長

2010年４月 同社常務執行役員兼経理部長　メディケア

生命担当

2011年４月 同社常務執行役員　代理店事業部・代理店

営業部・代理店事業管理部・金融法人部担

当

2012年７月 同社取締役　常務執行役員　代理店事業

部・代理店営業部・代理店事業管理部・金

融法人部担当

2013年４月 同社取締役　常務執行役員　代理店事業

部・代理店営業部・代理店事業管理部・金

融法人部・情報システム部担当

2015年４月 同社取締役　専務執行役員　代理店事業

部・代理店営業部・代理店事業管理部・金

融法人部・情報システム部担当

2015年７月 同社執行役専務　代理店事業部・代理店営

業部・代理店事業管理部・金融法人部・情

報システム部担当

2017年４月 同社執行役専務　企画部・勤労部・情報シ

ステム部担当

2017年７月 同社取締役　代表執行役専務　企画部・商

品部・勤労部・情報システム部担当

2019年４月 同社取締役　代表執行役副社長　企画部・

勤労部・新規ビジネス開発部・情報システ

ム部担当

2021年７月 同社特別顧問

2022年12月 当社社外取締役（現任）

2023年１月 SBIネオファイナンシャルサービシーズ株

式会社取締役会長（現任）

2023年６月 株式会社福島銀行社外取締役（現任）

（重要な兼職の状況）

SBIネオファイナンシャルサービシーズ株式会社取締役会

長

株式会社福島銀行社外取締役

600株

－ 52 －



【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】

　生命保険会社において企業経営に携わった豊富な経験や知識から、当社経営の重要事項

の決定に際し有用な意見、助言をいただけるとともに、社外取締役として業務執行の監督

に充分な役割を果たしていただけるものと判断し、社外取締役候補者としております。

【取締役会出席回数】

　15回／16回

－ 53 －



候補者
番　号

ふ  り  が  な

氏　　　　　名
（生　年　月　日）

略歴、当社における地位および担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

７

さくら

桜

 

　
い

井

 

　
よう

洋　
じ

二

(1960年７月17日生)

1984年４月 東京海上火災保険株式会社（現東京海上

日動火災保険株式会社）入社

2005年１月 東京海上日動フィナンシャル生命保険株

式会社（現東京海上日動あんしん生命保

険株式会社）マーケティング部長

2009年７月 東京海上日動火災保険株式会社金融営業

推進部部長兼東京海上日動あんしん生命

保険株式会社金融営業推進部部長

2011年６月 イーデザイン損害保険株式会社取締役社

長（代表取締役）

2015年４月 東京海上日動あんしん生命保険株式会社

常務取締役

2016年４月 同社常務取締役（代表取締役）

2018年４月 同社専務取締役（代表取締役）

2020年４月 東京海上日動火災保険株式会社非常勤顧

問

2020年６月 株式会社ヤナセ常勤監査役（現任）

（重要な兼職の状況）

株式会社ヤナセ常勤監査役

300株

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】

　損害保険会社、生命保険会社において企業経営に携わった豊富な経験から、当社事業運

営に際し有用な意見、助言をいただけるとともに、社外取締役として業務執行の監督に充

分な役割を果たしていただけるものと判断し、社外取締役候補者としております。

－ 54 －



候補者
番　号

ふ  り  が  な

氏　　　　　名
（生　年　月　日）

略歴、当社における地位および担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

８

たか

高

 

　
ぐち

口

 

　
あや

綾

 

　
こ

子

(1974年３月23日生)

1996年４月 株式会社マイカル（現イオンリテール株

式会社）入社

2001年12月 桂労務社会保険総合事務所入所

2008年８月 たかぐち社会保険労務士事務所開設

2016年４月 社会保険労務士法人リンク代表社員（現

任）

2016年６月 株式会社ラウンドワン社外取締役（現

任）

（重要な兼職の状況）

社会保険労務士法人リンク代表社員

株式会社ラウンドワン社外取締役

－株

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】

　社会保険労務士の資格を有し、総合小売会社等及び社会保険労務士事務所での豊富な経

験から、当社事業運営に際し有用な意見、助言をいただけるとともに、社外取締役として

業務執行の監督に充分な役割を果たしていただけるものと判断し、社外取締役候補者とし

ております。

－ 55 －



（注）１.各候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。

２.岡田俊哉氏、桜井洋二氏及び高口綾子氏は、新任の取締役候補者であります。

３.木目田裕氏、篠原秀典氏、桜井洋二氏及び高口綾子氏は、社外取締役候補者でありま

す。

４.木目田裕氏は現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、

本総会終結の時をもって12年となります。篠原秀典氏も現在、当社の社外取締役であ

り、その在任期間は本総会終結の時をもって１年となります。

５.当社は社外取締役として有能な人材の招聘を容易にするため、業務執行取締役を除く取

締役との間で、当社への損害賠償責任を一定範囲に限定する契約を締結できる旨を定款

で定めており、桜井洋二氏及び高口綾子氏の選任が承認された場合には、当社との間で

会社法第423条第１項の損害賠償責任について、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失

がないときは、会社法第425条第１項の最低責任限度額を限度として責任を負うものとす

る責任限定契約を締結する予定であります。また、木目田裕氏及び篠原秀典氏について

も、同様の契約を締結しており、各氏の再任が承認された場合は、当該契約を継続する

予定であります。

６.当社は、取締役全員を被保険者として会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責

任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が業務に起因して損害賠償責任を負っ

た場合における損害等を填補することとしております。各候補者が取締役に選任された

場合、引き続き当社は各氏を被保険者とする役員等賠償責任保険契約を締結する予定で

あります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しており

ます。

７.当社は、木目田裕氏及び篠原秀典氏を、国内の各上場金融商品取引所の定めに基づく独

立役員として届け出ており、各氏の再任が承認された場合は、引き続き各氏を独立役員

とする予定であります。

８.桜井洋二氏及び高口綾子氏は、国内の各上場金融商品取引所の定めに基づく独立役員の

候補者であります。

－ 56 －



ふ  り  が  な

氏　　　　　名
（生　年　月　日）

略歴、当社における地位
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

み

三

 

　
た

田

 

　
よ

与
 し

志
お

雄

(1973年11月７日生)

2000年10月　朝日監査法人（現有限責任あずさ監査法人）

入所

2004年４月　公認会計士登録

2008年７月　三田公認会計士事務所開設　代表就任（現

任）

2008年７月　税理士登録

2017年10月　株式会社アイル社外取締役（監査等委員）

(現任)

　　　　　　あすなろ監査法人代表社員（現任）

－株

（重要な兼職の状況）

三田公認会計士事務所代表

株式会社アイル社外取締役（監査等委員）

あすなろ監査法人代表社員

【社外監査役候補者とした理由】

　公認会計士・税理士としての豊富な経験と専門知識を有しており、当社の内部統制システム構

築に対する助言・提言を含めて、適切な監査を行っていただけるものと判断し、社外監査役候補

者としております。なお、三田与志雄氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営

に関与された経験はありませんが、上記の理由により、社外監査役として、その職務を適切に遂

行できるものと判断しております。

第３号議案 監査役１名選任の件

　監査役桑章夫氏は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきまして

は、監査役１名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

（注）１.候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２.三田与志雄氏は、社外監査役候補者であります。

３.三田与志雄氏は、2022年12月16日開催の当社第27回定時株主総会において補欠監査役に

選任されております。

４.当社は監査役として有能な人材の招聘を容易にするため、監査役との間で、当社への損

害賠償責任を一定範囲に限定する契約を締結できる旨を定款で定めており、三田与志雄

氏の選任が承認された場合は、当社との間で会社法第423条第１項の損害賠償責任につい

て、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項の最低

責任限度額を限度として責任を負うものとする責任限定契約を締結する予定でありま

す。

５.当社は、監査役全員を被保険者として会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責

任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が業務に起因して損害賠償責任を負っ

た場合における損害等を填補することとしております。三田与志雄氏の選任が承認され

た場合は、同氏を被保険者とする役員等賠償責任保険契約を締結する予定であります。

また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

－ 57 －



６.三田与志雄氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役の要件を満たしており、監査

役に就任された場合は、国内の各上場金融商品取引所の定めに基づく独立役員としての

届け出を行う予定です。

－ 58 －



ふ  り  が  な

氏　　　　　名
（生　年　月　日）

略歴、当社における地位
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

や

谷

 

　
がい

貝

 

　　　
あつし

淳

(1963年３月26日生)

1985年４月 株式会社電通入社

1995年１月 マッキンゼーアンドカンパニー入社

1997年７月 バリラジャパン株式会社代表取締役

2001年９月 アフラック（現アフラック生命保険株

式会社）常務執行役員

2003年10月 同社専務執行役員

2006年９月 ティンバーランドジャパン株式会社

（現VFジャパン株式会社）代表取締役

2011年１月 アリコジャパン（現メットライフ生命

保険株式会社）執行役員専務

2014年９月 同社執行役専務

2019年12月 当社社外取締役（現任）

4,000株

【補欠の監査役候補者とした理由】

　生命保険会社をはじめ複数の企業において企業経営に携わった豊富な経験から、2019年

12月より当社社外取締役として当社経営の重要事項の決定に際し有用な意見、助言をいた

だいており、これらの経験と知識を当社における監査に活かしていただけるものと判断

し、補欠監査役候補者としております。

【取締役会出席回数】

　21回／21回

第４号議案　補欠監査役１名選任の件

　法令又は定款に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査

役１名の選任をお願いするものであります。

　　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

（注）１.候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２.谷貝淳氏は、補欠の監査役候補者であります。

３.当社は監査役として有能な人材の招聘を容易にするため、監査役との間で、当社への損害

賠償責任を一定範囲に限定する契約を締結できる旨を定款で定めており、谷貝淳氏が監査

役に就任された場合は、当社との間で会社法第423条第１項の損害賠償責任について、職

務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項の最低責任限

度額を限度として責任を負うものとする責任限定契約を締結する予定であります。

４.当社は、監査役全員を被保険者として会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責

任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が業務に起因して損害賠償責任を負った

場合における損害等を填補することとしております。谷貝淳氏が監査役に就任された場合

は、同氏を被保険者とする役員等賠償責任保険契約を締結する予定であります。また、当

該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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地位
重任・
新任・
現任

独立性・
社外役員

氏名 年齢

専門性・経験
職歴

(業界・専門)企業経営・
事業運営

保険業界
経験・知見

営業・マー
ケティング

IT・DX
人事・

人材育成
財務・
会計

法務・リスク
マネジメント

取締役

重任 濱 田 佳 治 61 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 金融

重任 櫛 引 　 健 64 ○ ○ ○ ○ 金融

重任 鳥 居 俊 文 57 ○ ○ ○ ○ ○ 金融

新任 岡 田 俊 哉 54 ○ ○ ○ ○ ○ 通信・金融

重任 独立・社外 木目田　　　裕 56 ○ ○ 弁護士

重任 独立・社外 篠 原 秀 典 65 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 金融

新任 独立・社外 桜 井 洋 二 63 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 金融

新任 独立・社外 高口綾子(女性) 49 ○ ○ ○ 社会保険労務士

監査役
(常勤)

現任 谷 口 信 之 65 ○ ○ ○ ○ 製造・金融

監査役

現任 独立・社外 秋 吉 　 茂 69 ○ ○ ○ ○ 金融

現任 独立・社外 畠 山 　 隆 70 ○ ○ ○ ○ 金融

新任 独立・社外 三田　与志雄 50 ○ ○ ○ 公認会計士

【ご参考】役員の状況及びスキル・マトリックス

※記載内容は第28回定時株主総会（2023年12月15日開催）時点におけるものです。
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【ご参考】社外役員の独立性判断基準

　当社は、当社の社外取締役または社外監査役が以下の項目のいずれにも該当しない場合には独

立性を有するものと判断します。

１. 当社及びその連結子会社（以下、「当社グループ」という。）の業務執行者（注１）である

者

２. 当社グループを主要な取引先とする者（注２）またはその業務執行者

３. 当社グループの主要な取引先（注３）またはその業務執行者

４. 当社の主要株主（注４）またはその業務執行者

５. 当社グループから多額の寄付（注５）を受けている者またはその業務執行者

６. 社外役員の相互就任関係となる他の会社の業務執行者

７. 当社グループから役員報酬以外に多額の金銭その他の財産（注６）を得ているコンサルタン

ト、会計専門家または法律専門家（当該財産を得ている者が法人、組合等の団体である場合

は、当該団体に所属する者をいう）

８. 過去10年間において、上記１に該当していた者

９. 過去１年間において、上記２から７までのいずれかに該当していた者

10. 上記１から８までのいずれかに該当する者の二親等内の親族または同居の親族

11. その他、当社と利益相反関係が生じ得る特段の事由が存在すると認められる者

（注１）「業務執行者」とは、業務執行取締役、執行役、執行役員、支配人その他これらに準ず

る者及び使用人をいう。

（注２）「当社グループを主要な取引先とする者」とは、直前事業年度におけるその者の年間連

結売上高の２％以上の支払いを当社グループから受けた者をいう。

（注３）「当社グループの主要な取引先」とは、直前事業年度における当社の年間連結売上高の

２％以上の支払いを当社グループに行っている取引先、または直前事業年度末におけ

る当社の連結総資産の２％以上の額を当社グループに融資している取引先をいう。

（注４）「主要株主」とは、総議決権の10％以上の議決権を直接または間接的に保有する株主を

いう。

（注５）「多額の寄付」とは、直前事業年度における当社の連結売上高の１％を超える場合をい

う。

（注６）「多額の金銭その他の財産」とは、直前事業年度における当社の連結売上高の１％を超

える場合をいう。

以　上
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（メ　モ）
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●近 鉄／大阪上本町駅から南へ徒歩約８分
●大阪メトロ／谷町九丁目駅（谷町線・千日前線）から南東方向へ徒歩約10分

⑤番または⑩番出口
四天王寺前夕陽ヶ丘駅（谷町線）から北東方向へ徒歩約10分
①番出口

●バ ス／上本町八丁目バス停から徒歩約１分

株主総会会場にご来場くださる株主様とご来場が難しい株主様との公平性等を勘案し、株主
の皆様との懇談会は開催いたしません。何卒ご了承くださいますようお願い申し上げます。

株主総会会場ご案内略図

会場が前回と異なっておりますので、お間違えのないようご注意ください。

会場：大阪市天王寺区上本町８丁目２番６号
大阪国際交流センター　大ホール

谷町九丁目交差点
⑤番 ⑩番

ハイハイ
タウン

上本町七丁目交差点

上汐公園

バス停

バス停

生玉南交差点

六万体交差点

天王寺郵便局

上本町九丁目交差点

①番

天王寺消防署

天王寺区役所

大阪国際交流センター

近　鉄
百貨店

シェラトン
都ホテル大阪

至鶴橋

至南巽

至東梅田

至天王寺

至なんば

至大阪難波
近畿日本鉄道大阪上本町駅

地下鉄千日前線

上本町六丁目交差点

谷町九丁目駅

谷
町
筋

上
町
筋

地
下
鉄
谷
町
線

四
天
王
寺
前
夕
陽
ヶ
丘
駅

上本町YUFURA

当日は駐車場の用意はしておりませんので、お車でのご来場はご遠慮ください。


